
２０２５年６月３０日

第５１期 （２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日まで）

貸借対照表及び個別注記表

株式会社　カンソー



（単位：千円）

金　額 金　額
1,656,146 1,011,566
1,236,456 925,521
473,417 531,645
678,916 33,813

507 160,072
50,469 50,919
9,386 25,889
15,016 45,641

0 6,151
8,942 67,000
△ 197 1,013

3,378

419,690 86,045
250,260 78,733
97,682 169
18,094 0
127,960 7,143

0 0
1,075
5,450

644,580
19,443 644,580

0 100,000
19,443 0

0 0
544,580

149,987 25,000
1,200 519,580
3,957 別 途 積 立 金 0

10 圧 縮 記 帳 積 立 金 0
30,378 繰 延 利 益 剰 余 金 519,580
1,565

112,878
299 0
0 0

△ 300

1,656,146 1,656,146

貸　借　対　照　表

売 掛 金

流　　動　　資　　産

（２０２５年３月３１日現在）

科　　目 科　　目

流　　動　　負　　債
現 金 及 び 預 金

（　負　債　の　部　）（　資　産　の　部　）

買 掛 金
未 払 金

長 期 預 り 保 証 金
資 産 除 去 債 務
長 期 未 払 金

無　形　固　定　資　産

建 設 仮 勘 定
（　純　資　産　の　部　）

株　　主　　資　　本

前 払 費 用
短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

固　　定　　資　　産

そ の 他
貸 倒 引 当 金

施 設 利 用 権

借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

有　形　固　定　資　産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 及 び 装 置
器 具 及 び 備 品

資　　　本　　　金

土 地

関 係 会 社 株 式
出 資 金

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券

資　本　剰　余　金
そ の 他 資 本 剰 余 金

未 収 入 金
商 品
貯 蔵 品

そ の 他 利 益 剰 余 金

未 払 費 用
未 払 消 費 税 等
未 払 法 人 税 等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金

利　益　剰　余　金
利 益 準 備 金

リ ー ス 債 務

土 地 再 評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算 差 額 金

差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用

破 産 更 生 債 権
貸 倒 引 当 金

合　　　　　　計 合　　　　　　計

そ の 他

リ ー ス 債 務

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金
固　　定　　負　　債



１．重要な会計方針に係る事項

(1)資産の評価基準及び評価方法

　　①棚卸資産の評価の方法
　商品 ・・・ 最終仕入原価法による原価法

　販売用不動産 ・・・ 個別法による原価法
　未成工事支出金 ・・・ 個別法による原価法
　貯蔵品 ・・・ 最終仕入原価法による原価法

　　②有価証券の評価の方法
その他の有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの
　　　期末日の終値に基づく時価法
　　　（評価差額金は、全部資本直入法により処理し、売却価格は移動平均法により算定）
　市場価格のない株式等
　　　移動平均法による原価法

(2)固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産

定額法を採用しております。
主な耐用年数は、次のとおりであります。
　　　構築物 10年
　　　機械及び装置 6年

　　②無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用
しております。

　　③リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3)重要な引当金の計上の方法
　　①貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。

　　②賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

　　③退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に際しては、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　　④役員賞与引当金
役員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

　　⑤完成工事高の計上基準
工事完成基準を採用しております。

(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、
当該事業年度の費用として処理しております。

(5)収益及び費用の計上基準
当社は、総合ビルメンテナンス（警備・設備・清掃）業を行っており、約束した財またはサービスと交換に
受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。尚、顧客との契約における義務を履行するに

つれて、顧客が便益を享受した時点で収益を認識しております。

２．当期純利益金額
当期純利益 163,067千円

個　別　注　記　表


